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研究成果の概要（和文）：国内および熱帯プランテーション地域を対象として、多様な地域およ

びスケールでの物質収支・エネルギー収支および環境負荷量の定量的解析と並行してリサイク

ル新技術の開発および既存技術の評価に基づくデータベースの構築を行い、エネルギー消費を

増加させることなく健全な物質循環ネットワークを設計する手法の開発を行った。バイオマス

を含む未利用資源や廃棄物の循環有効利活用による資源・エネルギー消費の削減と環境負荷低

減のためのシナリオ策定を地域の特性や空間スケールで行うための方策と効果の評価について

提示した。 
 
 
研究成果の概要（英文）：We have analyzed material flow and energy flow in various scale of regional 
area in Japan and tropical plantation cultivating various estate crops to clarify the environmental impact 
from those area and activities. Data base of various recycle technologies including both existing and 
newly developed has been constructed. Based on the information of material and energy flow analyses 
and the database tools to design material recycle network featured by appropriate use of biomass and its 
products for reducing the use of non-renewable resources and energy and thus reducing environmental 
impacts. Based on the above mentioned results scenario to incarnate sustainable future society was 
developed and presented. 
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１．研究開始当初の背景 
現状のリサイクルは、ほとんどが品質およ
び機能の低下をもたらすダウングレードで、
リサイクルのためのエネルギー消費や環境
負荷も無視できない。持続可能な未来社会の
実現には、資源・エネルギー消費および環境
負荷を真に低減できる物質循環システムの
設計が必要であり、それを支援する手法の開
発と適切な情報提供がなされなければなら
ない。さらに、それらを有効に稼働させるた
めのコンセンサスの形成も不可欠であるこ
とから、適切な情報を社会に提供していくこ
とが求められている。 
 
２．研究の目的 
 持続可能社会に向けた取り組みを適切に
行えるように、持続可能社会の設計シナリオ
についての作成手法、およびその評価手法を
確立させることを目的としている。低環境負
荷型社会の設計に必要な物質循環ネットワ
ーク設計手法と、物質循環によってもたらさ
れる環境インパクトを定量的に評価する手
法（環境インパクト連関解析）を併せて開発
し、アップグレードリサイクル、バイオマス
利活用、エネルギーの共役利用化等の導入の
可能性評価やその効果例を示しながら、その
実施効果の評価結果と共に、社会に情報発信
する。社会へ受容・実現されることも目標と
した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、以下に示す研究課題を主として
構成されている。 
(1) アップグレードリサイクル・エネルギー
の共役化を導入した物質循環ネットワー
ク設計手法の開発 

(2) アップグレードリサイクル技術システム
に関する情報集積および評価とデータベ
ース化 

(3) 各種エネルギー変換技術における収支の
定量化とリサイクルシステムにおけるエ
ネルギー需要評価 

(4) (1)～(3)に基づく物質循環ネットワーク設
計結果と産業連関表に基づいて作成した
重量および元素ベースの物量表の利用に
よる環境インパクト連関解析 

(5) (1)～(4)の成果に基づく Web 公開システ
ムと情報データベースの構築 
 これらの成果を活用しながら、地域でのエ
ネルギーやリサイクル製品に対する需給の
状況を把握した。その上で、エネルギー共役
型技術システムなどを導入した、真に地域の
資源・エネルギー消費削減および環境負荷低
減を目指した物質循環ネットワークの設計
を行った。さらに、設計されたシステムを地
域に導入する際の環境インパクト連関解析
の手法を開発し、特定地域を対象とした検証
を行った。 
 

４．研究成果 
(1) アップグレードリサイクルとエネルギー
共役化を導入した物質循環ネットワークの
設計手法として、日本国内、熱帯プランテー
ション地域、モンゴル小村における物質フロ
ーとバイオマス利活用システムを設計した。 
① 自治体レベルにおいて毎年の物質フロー
を解析する手法の開発、および地域資源消費
量の算出手法の開発を行った。2000 年の愛
知県産業連関表と、1995 年の産業連関表を
基本とした本手法の推計値との精度検定の
結果、決定係数は 0.95と高く、本手法の妥当
性が認められた。また、物質フロー解析結果
を用いて域内資源消費量推計手法を開発し
た。この手法を用いて、愛知県における 1980
年から 2000 年までの資源消費量及び脱物質
化指標の経年変化を推計し、県の循環型社会
形成に向けた経緯を明らかにした。 
② 熱帯プランテーション地域における物質
フローを解明し、バイオマス利活用システム
の設計手法を構築した。キャッサバとパーム
油工場における高濃度の工場廃水を処理す
るラグーンでは、大量の温室効果ガスが排出
されていることが MFA より明らかになった。
キャッサバ工場ではすべてのエネルギーを
外部から化石燃料の供給により得ている。余
剰電力がある一方で、大量の余剰バイオマス
がサトウキビとパーム油の工場において電
力発電に利用可能であることがわかった。一
方、タピオカ製粉工場廃水の嫌気性池におい
てバイオガス生産量を測定した結果、その平
均値は 67.2 L/m2/hであった。平均バイオガ
ス発生量から、メタン発生係数は 0.16-0.31 g 
CH4/g COD除去と推計され、CDM事業にお
ける温室効果ガス発生量のベースラインを
検討する際に基となる重要な係数を得た。 
次に、バイオ燃料の原料としても注目され
ているインドネシアのパーム油の生産拡大
に伴う環境負荷低減策について検討した。イ
ンドネシアの熱帯雨林の減少とパーム油生
産拡大に関する情報を整理し，プランテーシ
ョン開発に伴う熱帯雨林伐採は直接的，間接
的に生物多様性や生物個体数の損失に繋が
ることを指摘した。さらに，新たな土地利用
の改変を伴わないパーム油生産拡大の可能
性として，単位面積当たりの作物収量の増大
による土地倹約の効果を明らかにした。 
今後，持続可能な消費に向けて，パーム油
生産にかかるエネルギー・資源消費量及び土
地の使用量を最小化する農業・バイオマス利
活用技術の開発を推進するとともに，植物油
の需要側の対策も必要であると考えられた。 

③ モンゴルの小村において循環ネットワー
クの設計を目指し、物質フローと住民の環境
意識を調査した。その結果、廃棄物処理施設
の貧弱な地域では、廃棄物の処分場管理と輸
送体制整備が重要であることがわかった。さ



らに、環境問題への取り組みは、各地域がそ
れぞれ持っている環境情報によって、異なる
ことが確認された。 
 
(2) 塩化ビニル樹脂、農業バイオマス、緑化
工技術のリサイクル技術と、高温高圧流体反
応を用いたアップグレードリサイクル技術
についてシステム評価を行い、データベース
化を行った。 
① 既存設備を活用して廃塩ビ製品を処理す
るマテリアルリサイクルシステムについて、
LCI（Life Cycle Inventory）分析及び LCC
（Life Cycle Cost）分析を行った。その結果、
廃塩ビ製品1t処理するのに20GJのエネルギ
ー消費量、957kg の CO2排出量、43 万円の
コストがかかることがわかった。さらに、本
リサイクルシステム、埋立処分、高炉原料化
における回収から再製品までのエネルギー
消費量、CO2排出量、コストを比較した結果、
いずれも本システムが最も低く、有効性が認
められた。建設廃棄物中の塩ビ製品が、埋立
ではなくマテリアルリサイクルに移行する
ことで、循環型社会形成の向上につながると
考えられた。 
② 野菜の生産による CO2排出量の変遷では、
1975 年には野菜生産によって約 4 百万 t の
CO2を排出していたが、1984 年には約 3 百
万 tまで減少していることが示唆された。特
に、トマトときゅうりは全体の生産量の 1割
程度にもかかわらず 5割近くの排出量に達し
ていることがわかった。施設加温のトマト生
産の環境効率を推計したところ、CO2排出量
増加に伴って、非常に悪化していることがわ
かった。しかし、無加温のトマト生産、特に
ハウス無加温は平均して約 0.6 千円/kg-CO2
と、環境効率が非常に高いことがわかった。  
観光地で使用している食材の生産エネル
ギーと輸送エネルギー消費量を定量化し、地
産地消・旬産旬消によるエネルギー削減効果
を算出した。その結果、輸入率の高い果物類
以外は生産エネルギーの方が大きく、全体的
に生産エネルギーと輸送エネルギー比は
20：3となった。旬産旬消による生産エネル
ギー削減効果は全体の 0.2％、地産地消によ
る輸送エネルギー削減効果は全体の 8.0％と
なった。地産地消及び旬産旬消による環境負
荷低減効果を同時に定量化できた事により、
持続的観光地に向けた今後の取り組みの方
向性を示した。また、低環境負荷型観光地と
いう観光客の新しいニーズに対し地産地
消・旬産旬消が有効であることを示した。 
愛知県豊橋市において、家畜糞尿の堆肥生
産可能量が農地における有機物資材受入可
能量を超えていることを明らかにし、市内で
発生する家畜糞尿を全量堆肥化し、市内農地
に投入することは困難であることを示した。
現状の投入量も有機物資材受入可能量を超

えていることから、余剰の窒素を処理するシ
ナリオとして、メタン発酵シナリオと焼却シ
ナリオを設定し、現状の処理方法と比較した。
その結果、豊橋市ではメタン発酵シナリオの
導入により、約 11,000 ton CO2 eqにあたる
温室効果ガスの削減が可能であることを示
した。 
③ 残灰中の化合物で最も問題となっている
窒化アルミニウムに対し、高圧熱水反応を適
応した。その結果、反応温度 200℃以上であ
れば 10分以内で 80％程度の窒化アルミニウ
ムが分解し、アンモニアを生成した。また、
250℃、30分の反応条件で処理した結果、ア
ルミニウムドロス残灰中の窒素化合物のア
ンモニアへの分解率は 67％にとどまった。一
方、窒化アルミニウムの分解率は 91％に達し
ていることから、残灰粒子表層の窒化アルミ
ニウムはほとんど分解されたと考えられた。 
つぎに、使用済みポリ乳酸製品の処理方法
について異なる三つのシナリオを設定し、エ
ネルギー使用量と温室効果ガス排出量の推
計および比較を行った。その結果、水熱反応
によるケミカルリサイクルを行ったシナリ
オにおけるエネルギー消費量は、ケミカルリ
サイクルを行わなかったシナリオに比べ、
30％以上少なく、高い有効性を示した。 
④ 緑化工におけるリサイクル技術促進に向
けて、法面緑化工の施工時における建設機械
の運転および使用する資材の製造にかかる
環境負荷量を算出した。その結果，いずれの
工種においても，資材の製造にかかるエネル
ギー消費量および CO2排出量は，建設機械の
運転にかかる分に比べ，それぞれ 1.2～5.3倍，
1.5～7.5倍高かった。また、使用資材の製造
にかかる環境負荷量はエネルギー消費量で
1.5～1.9倍，CO2排出量で1.9～2.4倍だった。
一方，緑化基礎工に法枠工を含む工事では，
建設機械の運転に比べ，使用資材の製造にか
かる環境負荷量はエネルギー消費量で 2.8～
3.1倍，CO2排出量で 6.0～6.3倍だった。 
施工後 14 年経過したオオバヤシャブシ
（Alnus sieboldiana Matsum.）の優占する
緑化法面において植物バイオマスとリター，
および生育基盤による正味の CO2 固定量を
推計した。その結果，金網張工に植生基材吹
付工を組み合わせた緑化工事では，施工後 12
年で炭素収支がプラスに転じた。金網張工と
現場吹付法枠工に植生基材吹付工を組み合
わせた緑化工事では，現場吹付法枠工の種類
によって，施工後 19 年で炭素収支がプラス
担った場合と，30年以上かかってもプラスに
転じなかった場合とがあった。 
緑化現場においては，生物多様性保全に加
え、炭素固定機能への期待が強まっている。
このような中で、新しい総合的な環境影響評
価手法の構築に資する成果を示した。 
 



(3) 国内におけるフロン回収システムと、熱
帯プランテーション地域におけるバイオマ
ス資源リサイクルシステムを設計した。また、
それらのエネルギー収支を解明し、システム
の評価手法を開発した。 
① 業務用冷凍空調機器からのフロン回収・
破壊システムの費用、環境負荷を簡易に推計
する手法の開発を行った。特に、フロン収集
工程を詳細に推計するために、GISを用いて
空調機器のフロン分布は建物床面積の分布
と床面積当たりのフロン量から、冷凍冷蔵機
器のフロン分布は業態別事業所の分布と業
態別フロン量から求める方法を示した。その
結果、フロン回収費用は、抜取り費、保管費、
破壊費で大きな割合を占めることを示した。 
② 熱帯プランテーション地域におけるバイ
オマス利活用を評価するソフトウェアとし
て、資源作物の栽培プランテーション、作物
の加工工場、地域における消費、国際貿易を
考慮した各工程間の輸送まで、一連のデータ
の入力と、グラフ表示等による多角的な分析
が可能である Asia Biomass Network Model
（AB-NET）を開発した。地場のバイオマス
を利活用することによる自立型地域システ
ムの創生に向けた検討や、熱帯プランテーシ
ョンで生産されるバイオ燃料について、我が
国に輸入する場合を想定した生産・輸送に伴
うエネルギー消費、温室効果ガス排出量等も
予測可能であることを確認した。AB-NETは
次の四つのサブモデルから構成される。 
a) Plantation model; 土壌条件、化学肥料施
肥量などのデータをもとに、プランテーショ
ンにおける作物の収量、環境負荷量、コスト
を推計する。 
b) Agro-industry model; 作物の抽出・加工工
場における物質・エネルギー収支を評価する。
残バイオマスの発生量やバイオマス発電で
得られるエネルギー量などを推計する。 
c) Region model; Plantation modelと Agro- 
industry modelからの情報をもとに、対象地
域でのバイオマス利活用による環境負荷削
減量やエネルギー代替可能量等を評価する。 
d) International transportation model; 作
物栽培プランテーション、作物加工、バイオ
マス燃料製造、国際輸送、日本での消費まで
の各工程におけるエネルギー収支と環境負
荷量を積み上げて、輸入バイオマス燃料の環
境負荷量、コスト等を総合的に評価する。 
 
(4) バイオディーゼル燃料の生産に関する物
質循環ネットワークの設計と産業連関表を
用いた県単位の環境インパクト連関解析を
行った。 
① 愛知県田原市を対象地域として家庭から
排出される廃食用油を回収したときの廃食
用油回収可能量と、回収された廃食用油から
BDF を製造するシステムのライフサイクル

での環境負荷を明らかにした。その結果、田
原市における廃食用油回収可能量は年間約
2.4kLとなった。また、BDFを製造するシス
テムのライフサイクルでの環境負荷は、アン
ケートや回収実験をもとに設定したデフォ
ルト値では逆に環境負荷を増大させる結果
となった。正味のエネルギー値の条件を満た
していれば、CO2排出量は軽油より小さくな
ることが明らかになった。仮に、廃食用油の
排出量原単位を 1.7倍することで、軽油より
少ない CO2 排出量と正味のエネルギーを得
ることが可能である。 
インドネシア産のパーム油を原料にした
バイオディーゼル燃料（パーム BDF）の生産
から，日本国内への輸入に伴う環境負荷とし
て，温室効果ガス排出量とエネルギー消費量
を評価した。その結果，パーム BDF 生産・
輸送に伴う正味の温室効果ガス（GHG）排出
量は，軽油の生産・輸送・消費に伴う GHG
排出量に比べ約 60%のGHG排出量であった。
ただし，今後，パーム油工場で発生するバイ
オマス残渣やラグーンで発生しているメタ
ンの有効利用が行われれば、GHG 排出量の
さらなる低減が可能であることが示唆され
た。一方，パーム BDF 生産・輸送に伴うエ
ネルギー消費量の合計は，約 10.4MJ/Lであ
った。仮に，日本で消費される軽油分のエネ
ルギーをすべて代替するためには，約 11 万
ha のオイルパームのプランテーションが新
たに必要となることが明らかとなった。 
② 県単位の環境インパクト連関解析を行う
に当たり、各製品の重量単価について、初期
設定した計算値と統計値の差を最小化させ
るように変化させて最適化を行うことがで
きた。ここで得られた最適化された重量単価
と産業連関表を用いて、いくつかの県につい
てマテリアルフローを推計した。その結果、
神奈川県では鉱業の産出量が全産業の産出
量の大半を占め、産出量の変化も最大の年と
最小の年で 2 倍以上異なることがわかった。
この鉱業の産出量は運輸産業と電力・ガス産
業での石油製品の使用量に依存して変化し
ていた。また、県の特徴的な産業である輸送
機械製造業における投入資源と製品の産出
先を分析した結果、1980 年からの自動車産
業の生産量の減少と樹脂材料の増加を反映
している経年変化を示していた。 
 
(5) Web公開システムとして「資源循環情報
システムあいちエコタウンプラン」を構築し
た。この中で情報データベースも一括管理す
る構造となっている。また、資源循環につい
て学習できるゲーム「ゴミキチ・パコロ劇場」
も作成した。このゲームは、「資源循環情報
システムあいちエコタウンプラン」からアク
セス可能とした。 
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